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第１章 セミナー開催概要 

                                          

 

 目的 

経済産業省では、平成１８年４月から、光化学オキシダント及び浮遊粒子状物質の生成

原因である揮発性有機化合物（以下「ＶＯＣ」という。）の排出を抑制するため、大気汚染

防止法による排出規制及び事業者の自主的取組を組み合わせた対策を推進している。 

こうした対策の結果、全国の固定発生源（工場等）からの平成２６年度のＶＯＣ排出量

は、平成１２年度比で５０％削減され、削減目標である３割を達成し、中でも自主行動計

画を策定して自主的取組を実施した産業界の削減率は６４％に達した。 

その後も我が国全体のＶＯＣ排出量は年々減少しているが、大気環境の維持の観点から、

ＶＯＣ排出抑制に係る事業者の自主的取組を更に拡充させることが必要である。  

しかし、特に中小企業等については、ＶＯＣ対策にかかる負担感が大きく、自主的取組

を行っていない事業者が多く存在する。昨年実施したセミナー時のアンケート調査による

と、自主的取組を実施できない理由として、資金・組織体制の不足の他、「対策技術やその

効果・コストに関する情報が不足」「取組方法が分からない」といった意見が多く挙げられ

た。また、大気汚染防止法に基づく自主的取組自体を知らない中小企業等も未だ存在する

とみられる。 

こうした状況を踏まえ、本事業では、中小企業等によるＶＯＣ排出抑制のための自主的

取組を推進することを目的に、中小企業者が不足していると感じている対策技術やその効

果・コストに関する情報、及び中小企業者にも取り組みやすい改善方法等を具体的に紹介

すると共に、これまで自主的取組に参加していない中小企業等の参加を広く促し、ＶＯＣ

排出抑制の社会的意義や企業側のメリット（作業環境の改善やコスト削減等）等を幅広く

周知することで、ＶＯＣ排出抑制に係る事業者の自主的取組の更なる拡充を図ることを目

的として、本事業を行った。 

 

 事業内容 

（１） セミナーの実施概要 

名   称：ＶＯＣ排出抑制セミナー  

対 象 者：ＶＯＣの取扱工程を有する事業者、そのうち特に自主的取組に参加し

ていない業界団体・会員事業者、ＶＯＣ排出抑制対策を実施していない

事業者等  

 

 静岡会場 千葉会場 

 平成 29年 2 月 20日（月） 

13 時 30 分～16 時 30 分 

平成 29年 3 月１日（水） 

13 時 30 分～16 時 30 分 

主  催 経済産業省関東経済産業局 経済産業省関東経済産業局 

   静岡県、静岡市、浜松市、沼津市、 千葉県、一般社団法人千葉県環境保全協



2 

 

富士市、静岡県環境保全協会 議会 

 静岡県 

コンベンションアーツセンター「グ

ランシップ」会議室 1001-1 

千葉県教育会館 203 会議室 

 ４７名 ７１名 

 

講演内容および講演者：各回とも以下（ｉ）～（ｖ）の講演、計３時間 

 

 静岡県開催 講演者（敬称略） 千葉県開催 講演者（敬称略） 

(i)  関東経済産業局環境・リサイクル

課長 栗原 一文 

関東経済産業局環境・リサイクル

課長 栗原 一文 

(ii)

 

静岡県 くらし・環境部 環境局

生活環境課 大気水質班  

技師 八木 聡子 

千葉県 環境生活部 大気保全

課 大気指導班  

副主査 木持 晃代 

(iii) 

 

中央労働災害防止協会 労働衛生

調査分析センタ－健康開発課 

課長 武井 貴史 

中央労働災害防止協会 労働衛生

調査分析センタ－健康開発課 

課長 武井 貴史 

(iv) 

 

日本産業洗浄協議会 

シニアアドバイザー  

梅木 義彦 

日本産業洗浄協議会 

シニアアドバイザー  

梅木 義彦 

(v)  

 

有限会社久保井塗装工業所  

代表取締役 窪井 要 

有限会社久保井塗装工業所  

代表取締役 窪井 要 

 

（２） 周知 

自主的取組に参加していない業界団体や今までＶＯＣ排出抑制対策を実施していな

い業界団体を中心に、チラシによる周知を実施したほか、共催の静岡県および千葉県

を通じ関係企業、自治体等へのチラシによる周知を行った。 

さらに、関東経済産業局のホームページへの掲載及びメールマガジンの配信、各県

や共催の静岡県環境保全協会、一般社団法人千葉県環境保全協議会のホームページ掲

載及びメール配信、配布物へのチラシの同封、自治体窓口での案内などの方法により

周知を図った。 

 本事業における案内チラシの送付総数は、約 2000 通。 
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（３） セミナー開催チラシの作成 

チラシ ( 表)  
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チラシ（裏） 
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第２章 アンケート調査の集計結果 

                                          

静岡県および千葉県において開催した「VOC 排出抑制セミナー」のそれぞれの会場にお

いて、参加者に対してアンケート調査を実施した。 

 

 アンケート調査概要 

 アンケート調査概要【静岡会場】 

■ 調査項目：「参考資料」の「平成２８年度 VOC 排出抑制セミナー」アンケート 

調査票参照 

■ 調査方法：当日配布による調査 

■ 調査対象：セミナー参加者 

■ 配布件数（参加者）：４７名 

■ 実施日：平成２９年２月２０日（月） 

■ 回 収 数：４２件 

■ 有効件数：４２件 有効票回収率 ８９．４％ 

 

 アンケート調査概要【千葉会場】 

■ 調査項目：「参考資料」の「平成２８年度 VOC 排出抑制セミナー」 

アンケート調査票参照 

■ 調査方法：当日配布による調査 

■ 調査対象：セミナー参加者 

■ 配布件数（参加者）：７１名 

■ 実施日：平成２９年３月１日（水） 

■ 回 収 数：６２件 

■ 有効件数：６２件 有効票回収率 ８７．３％ 
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 アンケート調査結果 

 アンケート結果【静岡会場】 

参加者の業種（問１） 

参加者の業種は、「化学工業」が 19%と最も多い。続いて、「技術サービス業」（14.3%）、

さらに「一般機械器具製造業」(11.9%)、「公務(官公庁、自治体など)」(11.9%)である。 

図表 ２-１ 参加者の業種        

   

 

来場者が所属する事業者概要（問１） 

従業員 301 名以上の事業者に所属する参加者の出席が 42.9%。一方、20 名以下の小規模

な企業からの参加は、約 10%。50 名以下に広げても 14.3%と 1 割強に過ぎない。資本金規

模においては、資本金３億円超の企業在籍者が 3 割強である一方、5 千万円以下の企業在籍

者も約 3 割と、資本金規模では５千万円から３億円未満の企業の来場が少ない。 

図表 ２-２ 従業員数 （単一）(n=42)  図表 ２-３ 資本金規模 (単一)（n=42） 

   

 

 

 n=42) 
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来場者の担当業務および所属する事業者が加盟している業界団体（問１） 

「環境部門」に所属する参加者が 5 割近くを占めて、最も多い。次に「製造部門」（19.0%）

からの参加。 

また、事業者が加盟する団体は、業界団体が約４割で最多である。 

 

図表２-４ 担当業務（単一）(n=42)   図表 ２-５ 加盟している業界団体等 (複数回答)（n=51） 

 

セミナーを知ったルートおよび媒体（問２） 

媒体別では、案内チラシ（38.6%）につづき、メール（29.5%）、ホームページ（9.1％）

となっており、機関により、媒体利用に特徴がある。メールは、業界団体において有力な

情報伝達手段となっており、ホームページは、主催者である関東経済産業局からの発信に

活用された。セミナーを知ったルートおよび媒体は、業界・所属団体からの周知が最も多

く、その伝達手段は、メール(20.5%)が筆頭。続いて、案内チラシ（13.6%）と、メールの

利用が案内チラシを上回っている。 

 

図表２-６ セミナーを知った機関 （複数回答）(n=44) 
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参考になった度合い （問３） 

「静岡県における大気環境の現状と課題」、「有機溶剤取扱い職場の健康障害防止対策」、

「工業塗装における VOC の排出対策及びリスクアセスメントへの対応」では、「大変参考

になった」と「参考になった」を合せた割合は、ほぼ９割を占め、講演テーマは、有益な

情報と認識されている。 

 

図表２-７ 講演内容の有益度 （単一）(n=42) 

  

 

 

講演のわかりやすさ（問４） 

「有機溶剤取扱い職場の健康障害防止対策」の講演は、回答者全員が「よく理解できた」

「理解できた」と回答した。「静岡県における大気環境現状と課題」も 95%超が「理解でき

た」以上の回答を得た。他の 2 講演も「理解できた」以上の評価は、ほぼ 90%に達した。 

 

図表２-８ 講演内容の理解度 （単一）(n=42) 
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自主的取組の障害（問５） 

「自社の組織体制が十分でない」（12.9%）が最も高い。それに続く項目は、「対策技術や

技術の効果、対策コストに関する情報が不足している」「対策技術に関する適当な相談先が

見当たらない」「実現可能な対策技術と経済性が両立しない」「対策を講じる資金が十分で

ない」「既に十分な排出抑制・管理を行っており、今後、上乗せして削減を図れる余地がな

い」(いずれも 10.0%)。 

 

図表２-９ 自主的取組の障害（複数回答）（ｎ=70）  
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自主的取組への参加（問６）、現在、取り組んでいる内容（問７）、今後、取り組みたい

内容（問８） 

（問 6）自主的取り組みへの参加状況は、約２割強にとどまっている。 

（問 7）参加者が現在、取り組んでいる内容は、「低 VOC 原材料（商品）への代替・転換」

「VOC 除去設備の設置」などが上位の内容となっている。 

（問 8）今後、自主的取組への参加を検討する場合は、その取り組み内容は「作業方法の改

善」が最も多く、「VOC 発生抑制に効果ある操作条件の検討」がつづく。 

 

図表 ２-１０ 参加状況（単一）（n=42）  図表 ２-１１ 取り組んでいる内容（複数回答）(n=22) 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（n=49) 

図表 ２-１２ 今後、取り組みたい内容（複数回答）（n=24)  

(n=22) 

(n=24) 
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今後 VOC 排出削減対策を進める上で、必要と考える情報は何か。（問９） 

VOC 排出削減対策を進める上で、必要と考える上位２つが、「法規制に関する情報」

(21.2%)、および「他社の取組事例」(20.2%)。さらに、「環境技術に関する情報」(15.4%)、

「代替・転換する低 VOC 原材料(商品)に関する情報」、「自主的取組の具体的方法」(いずれ

も 12.5%)、「VOC 排出量の把握方法」(9.6%)に関する情報ニーズなども必要と回答してい

る。 

 

図表 ２-１３ VOC 排出削減対策を進める上で、必要な情報 （複数回答）（n=104） 

 

 

本セミナーについての感想、意見 （問１０） 

掲載された意見は、以下のとおり。 

図表 ２-１４ 感想、意見内容（問１０ 自由記入より） 

分野 支援内容 

 
VOC

 

  

  

指摘 
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 アンケート結果【千葉会場】 

参加者の業種（問１） 

「化学工業」が 27.4%と最も多い。続いて、「公務(官公庁、自治体など)」(22.6%)である。 

図表 ２-１５ 参加者の業種     ６ 

   

 

参加者が所属する事業者概要（問１） 

従業員 301 名以上（53.2%）の企業在籍者の出席が約 5 割超と際立つ。201~300 名以下

（14.5%）を加えると、約 7 割に達し、比較的大きな企業からの出席が目立つ。 

資本金規模についても、従業員規模と関連して、資本金３億円超の企業在籍者の参加が

53.2%と半数を超えた。 

 

図表 ２-１６ 従業員数（単一）(n=62)  図表 ２-１７ 資本金規模 (単一)（n=62） 

 

 n=62) 
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参加者の担当業務および所属する事業者が加盟している業界団体（問１） 

「環境部門」（58.1%）が、際立って多い。環境部門の組織化は、企業規模と関連すると

思われる。小規模な企業では、環境部門を独立させるほどの陣容もないことが予想され、

総務部や管理部が対応する場合が多いと思われる。今回のアンケート結果では、他との差

があまりないが、第二位が「総務管理部門」（9.7%）。 

また、事業者が加盟する団体は、業界団体(34.3%)が 3 割超で最多である。 

 

 -  (n=62)           -   ( ) n= 7  

 

 

セミナーを知ったルートおよび媒体（問２） 

伝達方法について、機関により特徴がみられる。「業界・所属団体」、「県市等自治体」が

行った「案内」が確実に集客に繋がっている。さらに、「業界・所属団体」では、「案内」

についで、「メール」も有力な情報伝達手段である。「経済産業局」では、「ホームページ」

の活用。「業界・所属団体」からの周知が参加に繋がった率が高く、続いて「県市等自治体」。 

媒体別では、「案内」（47.6%）につづき、「メール」（23.8%）、「ホームページ」（12.7％）。 

 

図表 -  セミナーを知った媒体 （複数回答）(n=63) 
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参考になった度合い （問３） 

「千葉県における大気環境の現状と課題」、「有機溶剤取扱い職場の健康障害防止対策」

は、約 95%が参考になったと回答している。 その他の講演においても約 80%が参考になっ

たと回答している。 

 

図表 ２-２１ 講演内容の有益度 （単一）(n=62) 

 

 

 

講演のわかりやすさ（問４） 

いずれの講演も「よく理解できた」、「理解できた」の合計が 95%を超えており、千葉県

の講演では回答者全員が理解できたと回答している。 

 

図表２-２２ 講演内容の理解度 （単一）(n=62) 
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自主的取組の障害（問５） 

「実施可能な対策技術と経済性が両立しない」（18.8%）が最も高く、「対策技術や技術の

効果、対策コストに関する情報が不足している」(10.6%)、「既に十分な排出抑制・管理を行

っており、今後、上乗せして削減を図れる余地がない」(9.4%)がつづく。一方で、無回答の

割合が 30.6%と高い。今回、回答者の 22.6%が、「公務(官公庁、自治体、その他公的機関)」

であり（参照 問１）、回答者属性から VOC を排出する事業に携わっていない回答者が多

かったことが無回答に繋がったと判断する。 

 

図表２-２３ VOC 排出削減の自主的取組の障害になっている項目（複数回答）（ｎ=85）  
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自主的取組への参加（問６）、現在、取り組んでいる内容（問７）、今後、取り組みたい

内容（問８） 

（問 6）自主的取り組みへの参加状況は、３割 5 分程度にとどまる。 

（問 7）参加者が現在、取り組んでいる内容は「作業方法の改善」、「低 VOC 原材料（商品）

への代替・転換」、「設備（工程）の改善」などが上位の内容となっている。 

（問 8）今後、自主的取組への参加を検討する場合は、「作業方法の改善」、「低 VOC 原材

料（商品）への代替・転換」、「VOC 除去設備の設置」への取り組み意向がある。 

 

図表 ２-２４ 参加状況（単一）（n=62）  図表 ２-２５ 取り組んでいる内容（複数回答）(n=50) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（n=49) 

図表 ２-２６ 今後、取り組みたい内容（複数回答）（n=19)  
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今後 VOC 排出削減対策を進める上で、必要と考える情報は何か。（問９） 

最もニーズの高い情報が、「他社の取組事例」(20.4%)。続いて「自主的取組の具体的方法」

(16.2%)、「法規制に関する情報」(14.1%)、 

「環境技術に関する情報」(13.4%)。さらに「VOC 排出量の把握方法」、「代替・転換する

低 VOC 原材料(商品)に関する情報」(いずれも 10.6%)なども必要な情報であると捉えてい

る。 

 

図表 ２-２７ VOC 排出削減対策を進める上で、必要な情報 （複数回答）（n=142） 

 

 

本セミナーについての感想、意見 （問１０） 

掲載された意見は、以下のとおり。 

図表 ２-２８ 感想、意見内容（問１０ 自由記入より） 

分野 支援内容 

 

 

VOC

 

 

VOC
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第３章 今後の開催に向けて 

                                          

 

 本章では、静岡及び千葉会場で実施したアンケート調査における設問「今後、VOC 排出削

減対策を進める上で、必要と考える情報は何か（問９）」の結果および自由回答から、今後の

セミナー開催に向けて引き出される要件をとり纏める。 

  

 VOC排出削減対策を進める上で、必要と考える情報 

～「他社の取組事例」、「法規制に関する情報」が必要情報トップ２～ 

 

アンケート（問９）から、今後の講演テーマへの示唆   （複数回答設問） 

□ 20％超の参加者のニーズは、「他社の取組事例」、「法規制に関する情報」。 

□ つぎに 15％超のニーズは、「自主的取組の具体的方法」「環境技術に関する情報」 

➡これらは、いずれも具体的かつ専門的な情報を必要としている。  

□ さらに 10%超のニーズとして、「代替・転換する低 VOC 原材料(商品)情報」、「VOC 排出

量の把握方法」がつづく。 

□ 次第に関心が高まるにつれて、自主的な取組みの動きがみられ、求められる情報も、一般

論ではなく、具体的になる傾向と思われる。 

 

静岡会場において、必要と考える上位２つの情報が、「法規制に関する情報」(21.2%)、およ

び「他社の取組事例」(20.2%)。さらに、「環境技術に関する情報」(15.4%)、「代替・転換する

低 VOC 原材料(商品)に関する情報」、「自主的取組の具体的方法」(いずれも 12.5%)、「VOC 排

出量の把握方法」(9.6%)に関する情報ニーズなどが必要と回答している。 

 

図表 ３-１ VOC 排出削減対策を進める上で、必要な情報 (問９)（複数回答）（n=104）(再掲) 
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千葉会場における必要情報トップ２は、「他社の取組事例」(20.4%)と「自主的取り組みの具

体的方法」(16.2%)。続いて、「法規制に関する情報」(14.1%)、「環境技術に関する情報」(13.4%)。

さらに「VOC 排出量の把握方法」、「代替・転換する低 VOC 原材料(商品)に関する情報」(いず

れも 10.6%)なども必要と捉えている。 

 

図表 ３-２ VOC 排出削減対策を進める上で、必要な情報 （複数回答）（n=142）(再掲) 

 

 

 

 参加者からの要望 

～参加者が保有する VOC 関連知識のレベルにかなり差があるように思われる～ 

 

アンケート（問１０自由記入）からの示唆 

□資料の準備をねぎらい、大変わかりやすかった、有益であったとの満足度の高い意見

がある一方、事例やレベルの高いセミナーを要望する意見も散見される。 

□VOC は洗浄設備のみからの発生で無いため、多様な事例を望む声もあり。 

□リスクアセスメントの事例等の紹介を要望する意見あり。 
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 今後の講演プログラムへの配慮 

̀ ˗͈ ˗͈ ˺ ʺ ֝ Е̱ ἶ  

 

講演プログラム・メニュー案 

 

□専門家講演テーマ 

ü 分野は、ＶＯＣ排出削減を適用しやすい工程を踏まえながらも、最新の情報等か

ら講演内容を徐々に更新 

ü VOC 排出抑制対策の必要性を、多様な最新事例から取り上げ、意識を促す工夫 

ü 参加者から要望の高い「法規制」、「環境技術」に係わるテーマも考慮 

ü 知識レベルの差にも対応できる工夫 

 

□他社事例発表 

  従来の専門家により一方向からの講義だけでなく、実際にＶＯＣ排出で悩んだ企業

がどのように取組、どのような成果をあげているのかについて、共に考え、行動に移

すきっかけを掴むコーナーを設けることをお薦めする。 

ü 事業事例発表 

実際にＶＯＣ排出削減効果を生み出している企業に、課題とその対策、効果につ

いて、発表頂く。 

ü 企業事例に対する専門家による一言コメント 

事例発表後、専門家からのコメントを入れることにより、専門家と企業との交流

が生まれ、参加者に対し、より身近な取組を考えるきっかけに繋げる。 
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参考資料 

千葉会場実施アンケート票（静岡会場も同様） 
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